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第 1 章 ボンテラン工法の概要 

1.1 ボンテラン工法とは 
 

ボンテラン工法は泥土（ヘドロ）にボンファイバー（古紙破砕物）と固化材を添加・

混合することにより、取扱い性の向上（ハンドリング）・高耐久性および地震対策等の機

能を付加して、これらを積極的に地盤材料に再資源化する工法である。 
 

1.2 ボンテラン工法の改良対象土 

 
1.2.1 建設汚泥（図-1 参照） 

「建設工事に係る掘削工事から生じる泥状の掘削物および泥水のうち、廃棄物処理法

に規定する産業廃棄物として取り扱われるもの」を建設汚泥という。この場合、建設汚

泥は産業廃棄物のうち、無機性の汚泥として取り扱われる。建設汚泥に該当する泥状の

状態とは、標準仕様ダンプトラックに山積みができず、また、その上を人が歩けない状

態をいい、この状態を土の強度を示す指標でいえば、コーン指数がおおむね 200kN/㎡以

下、または一軸圧縮強さがおおむね 50kN/㎡以下である 1)。 

建設汚泥は発生工法により含水比等の違いはあるが、微細な粘土鉱物等を主体とした

もので、セメントが混入している自硬性汚泥と混入していない非自硬性汚泥に分類でき

る。 

 

1.2.2 浚渫土砂（図-2 参照） 

浚渫土砂とは水域にたまった泥状の堆積物が浚渫工事に伴い発生する土砂であり、風

化作用により生じる微粒子が河川・湖沼・海域などの水域に拡散されて広大な面積に堆

積し、未圧密の状態で存在しているものである。 

 浚渫土砂の性質のうち第一の特徴は、含水比が非常に高いことである。水域に堆積し

た土砂の含水比は一般に 200～250％と高く、上層部では 400～500％におよぶことがある。 

なお、浚渫土砂は土砂に準じたものであり、廃棄物処理法に規定する産業廃棄物の対象

外となる。 

 

1.2.3 軟弱土（図-3参照） 

軟弱土とは粘性土や泥土のように土質区分で低品質に区分され、そのままでは使用が

不可能な発生土に区分される。トラフィカビリティーが確保できない土であり、適切な

土質改良をおこなえば使用可能となる。軟弱土は土砂に準じたものであり、廃棄物処理

法に規定する産業廃棄物の対象外となる。 
 

1.2.4 ため池底泥（図-4参照） 

ため池内に堆積する底泥土は、粘土・シルト分のような細粒分を多く含み、高含水比

の超軟弱状態である。ため池底泥は土砂に準じたものであり、廃棄物処理法に規定する

産業廃棄物の対象外となる。 
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図-1 建設汚泥 

図-3 軟弱土 

図-2 浚渫土砂 

図-4 ため池底泥 
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1.3 ボンテラン工法の施工フロー 
ボンテラン工法の施工フローを図-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①改良対象土 

②ボンファイバーの投入・撹拌 

③固化材の添加 

④撹拌用ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄを装着した BH による改良 

⑤改良後の状況（仮置き養生） 

⑥改良土の敷均し状況 

 

⑦改良土の締固め状況 

⑧完成 

図-5 ボンテラン工法の施工フロー 
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1.4 ボンテラン工法の改良目標 
ボンテラン工法では改良直後の性状について以下に示す２つの目標値を設定する。 

①改良直後に平地に仮置きできる性状までの改良。 

②改良直後にダンプトラックによって運搬できる性状までの改良。 

 

1.4.1 安定処理土の利用工程 

図-6に示すとおり、安定処理土は固化材の添加・混合後、仮置き養生を経て利用工事

において供用される 2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 安定処理土の利用工程（例） 

 

 
【参考文献】 

1) 建設汚泥再生利用マニュアル、独立行政法人 土木研究所 技術基準編 2．pp.57-62 

2) 建設汚泥再生利用マニュアル、独立行政法人 土木研究所 技術基準編 4．pp.73-74 

 

 

 

 

 

 

 

②仮置き養生   
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第 2 章 ボンテラン改良土の特長 

2.1 乾湿繰返し耐久性 
改良土を盛土として利用する場合、これらの改良土は気象変動の影響、すなわち乾湿

繰返しの影響を受けることになる。安定処理土は乾燥工程による乾燥収縮によりクラッ

クが発生し、乾湿繰返しにより劣化して強度が低下するので、外気に暴露しないように

山土などで被覆して使用すべきであると指摘されている 1-4)。 

また、河川土工マニュアル(平成 21 年 4 月、㈶国土技術研究センター）には安定処理

工法（安定処理土）によって築堤した場合、完成後の堤体に乾燥収縮によるヘアークラ

ックが発生することがあるので、室内試験による基礎的な検討を行い、工法を決定する

のが良いと記載されている 5)。 

さらに、国土交通省関東地方整備局 河川部 河川工事課 道津友弘氏の論文「堤防材

料としての土質安定処理土の適用性検討について」6)では、図-15に示すとおりバックホ

ウ混合による粘性土に石灰 30kg/m3添加した配合では、深部まで多量のクラックが発生し

（クラックの開口幅最大 2cm程度）、石灰水を投入すると染出しが多く見受けられたと報

告されている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定処理土のクラック発生状況 

 

 

 

 

図-15 安定処理土のクラック発生状況 

 

 

 

 

 

 

 

拡大 
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そこで、ボンテラン改良土の耐久性を定量的に評価することを目的として、乾湿繰返

し試験を実施した。比較のため安定処理土も同様の条件で試験を実施した。 

試験方法は表-1に示すとおり、「建設汚泥再生利用マニュアル（独立行政法人 土木研

究所）」に準拠し表-2に示す健全度ランクにより評価した 7)。 

 

表-1 乾湿繰返し試験方法 

 

表-2 供試体健全度ランク 

 クラック状況 欠落状況 

Ａ 外見上、ほとんど変化なし 

Ｂ 微細クラック、局部クラック発生 表面剥離が局部的に発生 

Ｃ 明瞭なクラックが一部に発生 供試体の一部が僅かに欠落 

Ｄ 明瞭なクラックが全体に発生 供試体がより大きく欠落 

Ｅ 供試体の一部または全体が崩落（～20%程度） 

Ｆ 供試体が全体的に崩落、崩壊。供試体としての形は存在 

Ｇ 供試体全体が崩壊し、片々は塊状 

Ｈ 供試体全体が崩壊し、片々は細粒化～泥状化 
ここで、細粒化とは粒径 2mm程度の粒状に細分化された状況を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験項目 
試験方法 

供試体 乾湿１サイクル 確認項目 

乾湿繰返し

試験 
φ5×10 

40℃炉乾燥２日 

20℃水浸１日 

の合計３日 

・所定サイクル終了後、一軸圧縮試験（JIS A 1216） 

・各サイクルの乾燥後、水浸後に供試体の状況観察、

写真撮影 
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乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿 乾 湿

A

B

C

D

E

F

G

H

10回目4回目 5回目 6回目 7回目ラ
ン
ク

1回目 2回目 3回目 8回目 9回目

記号判例
ボンテラン改良土 W=105％

ボンテラン改良土 W=150％
安定処理土 W=105％
安定処理土 W=150％

崩壊

試験結果を図-16、17 および 18に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 乾湿繰返しサイクル数と一軸圧縮強さの関係 

（含水比 105%、セメント系固化材添加量 90kg/m3、養生 28日） 

崩壊 

図-17 乾湿繰返しサイクル数と健全度ランクの関係 
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供試体写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定処理土は 1サイクル目（1サイクル目の乾燥）からクラックが発生し、含水比 105％

を改良したケースでは、2サイクル終了時にほとんどの供試体が崩壊した。 

一方、ボンテラン改良土は乾湿繰返しを受けても、すべての供試体でクラックの発生

がない。このことは、ボンテラン改良土はボンファイバー（古紙破砕物）が乾燥収縮に

よる引張り力に抵抗して、クラックの発生を防ぎ乾湿繰返し耐久性が高いことを示して

いる。このことから地下水位の変動・気象条件による乾湿繰返しを受ける場所において

も使用が可能であることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1100ｻｻｲｲｸｸﾙﾙ

終終了了  

66ｻｻｲｲｸｸﾙﾙ  

終終了了  

1100ｻｻｲｲｸｸﾙﾙ

終終了了  

22ｻｻｲｲｸｸﾙﾙ  

終終了了  

10サイクル終了時のボンテラン改良土はクラックの発生もない 
（写真左は含水比Ｗ＝105%の泥土を改良したもの、写真右は含水比Ｗ＝150%の泥土を改良したもの） 

・含水比105%の安定処理土は2サイクルで完全に崩壊 

・含水比150%の安定処理土は6サイクルで崩壊、又は明瞭なクラック発生し一部崩落 
  （写真左は含水比Ｗ＝105%の泥土を改良したもの、写真右は含水比Ｗ＝150%の泥土を改良したもの） 

ボ
ン
テ
ラ
ン
改
良
土 

安
定
処
理
土 

図-18 乾湿繰返し試験における供試体の状況写真 
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2.2 地震対策用地盤材料としての利用 
2.2.1液状化抵抗率 

東北大学大学院環境科学研究科 高橋弘研究室では、砂質土

（津波堆積物）と砂質土を改良したボンテラン改良土の液状化

抵抗率を検討するため、「土の液状化強度特性を求めるための

繰返し非排水三軸試験」を実施した。液状化に対する抵抗率 FL

は次式により算出し、この値が 1.0以下の土層については液状

化しないとみなされる。 

FL=R/L 

FL：液状化に対する抵抗率 

R：動的せん断強度比（繰返し三軸試験） 

L：地震時せん断応力比             

この結果、砂質土の液状化抵抗率は FL=0.52であるのに対し、ボンテラン改良土は FL=4.25

であり、砂質土の 8倍の液状化抵抗率 FLを確認した。 
 

2.2.2東日本大震災でも被害なし 

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災以前にボンテラン改良土を用いた人工地盤に被害は

全く確認されず、地震対策用地盤材料として有効性が実証された。 

①小池における確認 

「小池」は福島県矢吹町にあるため池で、浚渫による機能回復と合わせて管理道路

等の整備が実施され、その対策工事として本工法と浅層混合処理工法が採用された。

東日本大震災により浅層混合処理工法の施工箇所は下記の平面図のとおり、クラック

や液状化による沈下の被害を受けた。本工法の施工箇所では被害が無く、地震対策地

盤材料としての有効性が実証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平面図中央下、浅層混合処理工法の被災箇所 

浅層混合処理工法施工箇所 

セメントミルクトレンチャー撹拌 

ボンテラン施工箇所 

平面図 

被災修復箇所（カラー舗装修復） 

ボンテラン工法による管理道路改良後状況 

ボンテラン改良土による管理用道路（被災無し） 

 

図-19 繰返し三軸試験装置 

図-20 東日本大震災でも被害なし（小池） 
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②浜尾遊水地における確認 

東北地方建設局福島工事事務所発注の浜尾地区築堤工事（福島県須賀川市）では遊水

地内にヘドロ状の軟弱土が発生し、再資源化工法について検討した結果、本工法が採用

され平成 14年 12月に河川堤防が完成した。 

東日本大震災により、東北地方の河川堤防は甚大な被害を受け、浜尾遊水地内の流用土+

購入土を用いた堤体箇所において、液状化によるせん断破壊やクラックが確認された。

一方、ボンテラン改良土を用いた堤体箇所では被害が確認されず、地震対策用地盤材料

としての有効性が実証された。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21 東日本大震災でも被害なし（浜尾遊水地） 

原泥 改良状況 敷均し状況 完成 
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③芳賀池における確認 

郡山市街地にあるため池の「芳賀池」では、堆積したヘドロの再資源化工法につい

て検討した結果、本工法が採用され平成 17年に親水公園の人工地盤として全量再利用

された。東日本大震災により芳賀池周辺の山砂で埋戻された部分は液状化により沈下

変形したが、本工法により改良された人工地盤の被害は確認されず、地震対策用地盤

材料として有効性が実証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-22 東日本大震災でも被害なし（芳賀池） 

 

2.2.3関東地方整備局より評価・選定 
関東地方整備局主催の平成 23年度建設技術フォーラムでは「東日本大震災で効果のあ

った技術」として応募総数 165技術の中から 6 技術の一つに選定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボボンンテテラランン改改良良土土にによよるる人人工工地地盤盤、、  

全全くく被被害害ななしし  
ヘヘドドロロのの改改良良工工法法ととししてて本本工工法法がが採採用用  
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2.3 難透水性材料としての利用 
2.3.1難透水性材料としての利用 

ボンテラン改良土の透水係数はｋ＝10－5～10－6cm/s であり、透水性は非常に低く、フ

ィルダムコア材に要求される遮水性の目安であるｋ＝10－5cm/s 以下のレベルにある。透

水性が低く、さらに、乾湿繰返しによるクラックの発生がないために堤防盛土等として

利用が可能である。 

表-3 土の透水係数と試験方法 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈施工事例〉 
 

 

 工事名：大江地区地域用水機能増進事業(補

完ハード事業)薬師ヶ池漏水防止工

事 

 発注者：山形県西村山郡大江町 

 概 要：ため池の容積確保と提体の補強・漏

水防止を目的として、ため池に溜ま

った堆積土砂をボンテラン工法に

より改良し、堤体の補強盛土(第2

種改良土qc=800kN/m2以上、透水係

数10-6cm/s以下)として再利用した。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23 ボンテラン改良による改良土の不透水化について 

対応する土の種類

透水係数を間接的
に測定する方法

清浄な礫

定水位透水試験 特殊な変水位
透水試験

圧密試験結果から計算 な　　し 清浄な砂と礫は粒度と間隙比から計算

透水係数を直接
測定する方法

特殊な変水位
透水試験

変水位透水試験

中　　位 高　　い

粘性土
微細砂、シルト

砂-シルト-粘土混合土
砂及び礫

低　　い透水性 事実上不透水 非常に低い

10-9 10-710-8 10-6
10-2 10-110-4 10-310-5 10０ 10+1 10+2

対応する土の種類

透水係数を間接的
に測定する方法

清浄な礫

定水位透水試験 特殊な変水位
透水試験

圧密試験結果から計算 な　　し 清浄な砂と礫は粒度と間隙比から計算

透水係数を直接
測定する方法

特殊な変水位
透水試験

変水位透水試験

中　　位 高　　い

粘性土
微細砂、シルト

砂-シルト-粘土混合土
砂及び礫

低　　い透水性 事実上不透水 非常に低い

10-9 10-710-8 10-6
10-2 10-110-4 10-310-5 10０ 10+1 10+2

改良前 k＝6.02×10-5cm/s 

改良後 k＝1.02×10-6cm/s 

旧断面 

新断面 

 
堆積土砂 

 

ため池内に堆積した堆積土砂

k＝6.02×10-5cm/sを改良 
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2.4 ボンファイバーの長期安定性 
2.4.1ボンファイバーの分解について 

土に入ってきた有機物の分解には、多くの種類の微生物が関与している。森林の落枝

や倒木にはリグニンやセルロースが多量に含まれているため、森林土壌における有機物

分解では糸状菌の役割が大きい 8)。ボンファイバーの主材料は新聞古紙であり、その主

成分は「セルロース」である。このセ

ルロースは、土中に生息する生物が分

泌する酵素「セルラーゼ」により加水

分解を受け、グルコースにまで分解さ

れる。 

セルラーゼを出す微生物は糸状菌

（カビ）が代表的で、図-25 に示すと

おりその好適範囲は pH4～6 となって

いる 9)。 

 

2.4.2 生分解性試験 

ボンテラン改良土が実際の現場で再利用される環境を模擬するため、試験管に現場か

ら採取した泥とボンファイバー（紙片）、培地を投入し、試料の pHを中性（セメント未

添加を再現）とアルカリ性（セメント添加を再現）に調整し、所定期間保管した後のボ

ンファイバーの分解性を確認した。その結果、pH7.0に調整した試料はボンファイバー

が大きく分解したが、pH9.5 以上に調整した試料は分解していないことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

pH7.0調整試料 

ボンファイバーの分解あり 

pH12.0調整試料 

ボンファイバーの分解なし 

pH9.5調整試料 

ボンファイバーの分解なし 

図-26 pHとボンファイバーの分解について 
 

 

図-25 微生物の好適範囲 
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2.4.3人工降雨試験 

ボンテラン改良土が自然状態に長期間放置され、改良土内部の pHの変化に関する自然

条件は降雨であると捉え、ボンテラン改良土の水素イオン濃度（pH）の変化と時間（日

数）の関係を解明するため、人工降雨試験を実施した。 

（1）試験方法 

本試験は、ボンテラン改良土に人工降雨機により 0、10、30、50 年分の降雨を与え、

降雨試験後に改良土内部の pHを測定し、長期的なアルカリ保持性能を確認する。以下に

試験方法、表-4に配合条件、図-27に人工降雨機写真、図-28に試験状況を示す。 

① 初期養生 3日後、締固め無しの試料は解きほぐした後 7.93mmふるいで分級し、「縦

16cm×横 11cm×高さ 5cm」のプラスチック製容器にゆるやかに充填。締固め有り

の試料は JCAS L-01 2003に準拠して突き固めを行った。 

② 供試体作成後、試料を密閉し 20℃±3℃にて 7日間養生。 

③ 養生後、0・10・30・50 年分の降雨となるよう、各試料に降雨人工降雨機で所定

量散水 

④ 散水後、各供試体の pH を測定。改良土の pH 測定は、試料をハンマーで細かく粉

砕し、上部下部内部が偏ることが無いよう均一にしたものを土壌 pH計により測定。 

※ 日本国内の年間平均降水量1,700㎜/年から人工降水量を2,000mm/年に設定 

 
表-4 配合条件 

模擬泥土含水比 

(%) 

ボンファイバー 

(kg/m3) 

固化材 

(kg/m3) 
締固め 

105 55 

50 無し 

50 有り 

60 有り 

80 有り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-27 人工降雨機              図-28 試験状況 
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（2）試験結果 

降雨試験の結果、図-29 に示すとおりボンテラン改良土に人工降雨機で 50 年相当の降

雨を与えた後、ボンテラン改良土内部の pH を測定したところ、pH は 11 以上となり、高

アルカリ環境を保持していることを確認した。実際の施工を模擬し、締固めを行ったボン

テラン改良土については、アルカリ環境の保持能力は締固め無し改良土と比べ格段に高い

ことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-29 人工降雨試験結果 

 
2.4.4酸性（雨）溶液浸水試験 

（1）試験方法 

本試験は、ボンテラン改良土に約 160 年相当の酸性雨を模擬した降雨に浸漬した後、

改良土内部の pHを測定し、長期的なアルカリ保持性能を確認する。以下に試験方法、表

-5に配合条件、図-30に供試体とメッシュ容器および図-31に試験状況を示す。 

① 初期養生 3 日後、締固め無しの試料は解きほぐした後 7.93mm ふるいで分級し、図

-30に示す筒状のメッシュにゆるやかに充填。締固め有りの試料は JCAS L-01 2003

に準拠して突き固めを行った。 

② 試料作成後、試料を密閉し 20℃±3℃にて 7 日間養生。 

③ 「縦 23cm×横 35cm×高さ 14cm」のポリプロピレン容器に約 160 年分の酸性雨を模

擬した酸性雨を入れ、各実験試料を投入。pH の偏りを防ぐためエアーポンプによ

り水流を発生させた。 

④ 模擬酸性雨投入後、0・1・3・5・7日時における各供試体内部の pHを測定 

⑤ 経過日数と pHの関係を整理し、アルカリ保持性能を評価 

※ 模擬酸性雨は、日本国内における降雨の平均pH(約4.7)から硫酸を濃度調整し、約

160年分の模擬酸性雨を作成 
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表-5 配合条件 

模擬泥土含水比 

(%) 

ボンファイバー 

(kg/m3) 

固化材 

(kg/m3) 
締固め 

105 55 

50 無し 

50 有り 

60 有り 

80 有り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-30 供試体の状況とメッシュ容器       図-31 試験状況 

 
（2）試験結果 

酸性(雨)溶液浸水試験の結果、図-32 に示すとおりボンテラン改良土に 160 年分に相当

する酸性雨の影響を与えた後、ボンテラン改良土内部の pHを測定したところ、pHは 11

程度となりアルカリ環境を保持していることを確認した。浸漬期間が長くなると締固め

無しの場合、締固めをしたものと比較し pHの低下が著しいことが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-32 酸性(雨)溶液浸水試験結果 
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2.4.5ボンファイバーの長期安定性のまとめ 

ボンファイバーの主成分である「セルロース」は、土中の糸状菌等が分泌する酵素「セ

ルラーゼ」によって分解されるが、この糸状菌の好適範囲は約 pH4～6 といわれている。

そこで、実際に現場から採取した微生物とボンファイバーを培地で再現した生分解性試

験の結果から、pH9.5 以上に調整した試料ではボンファイバーが分解しないことを確認

した。 

そこで、東北大学大学院環境科学研究科の高橋弘（教授）研究室では、ボンテラン改

良土中の pHの変化を確認するために、下記に示す室内試験を実施した。 

 

・ボンテラン改良土の人工降雨試験を実施した結果、50年相当の降雨を与えてもボンテ

ラン改良土内部のアルカリ環境を長期間保持することを確認した。 

・ボンテラン改良土の酸性雨浸漬試験を実施した結果、160 年分に相当する酸性雨の影

響を与えてもボンテラン改良土内部のアルカリ環境を長期間保持することを確認した。 

 

上記確認試験の結果、ボンテラン改良土中のボンファイバーは pH7.0 付近では微生物

の影響により分解してしまうが、pH9.5 以上の高アルカリ環境では分解しないことを確

認した。 

また、長期的な安定性を検証するため、人工降雨試験と酸性雨模擬試験を実施した結

果、約 50年相当の降雨および約 160年相当の酸性雨に暴露されても、改良土内部は高ア

ルカリ環境を保つことが確認された。 

したがって、施工時にセメントや石灰等のアルカリ系固化材を均一に混合し、十分に

転圧・養生されたボンテラン改良土内部は、相当の期間アルカリ環境を保持するためボ

ンファイバー（古紙破砕物）は分解しないことが明らかとなった。 
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2.5 ボンテラン改良土の長期安定性 
【工事概要】 

本工事は揚水機場の基礎杭（CJG 工法）の施工（平成 14 年 1 月～２月）に伴って

発生する高含水比建設汚泥（自硬性汚泥、含水比 W=300%）をボンテラン工法によ

り改良し、一旦仮置き場にて仮置（平成 14年 2月～平成 14年 12月）した後に着

水槽保護のための盛土材として再利用（平成 14 年 12 月～現在）した国交省直轄

工事である。 

 

【改良工～盛土施工までの時系列】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-33 CJG工法による高含水比建設汚泥の発生、ボンテラン改良（平成 14年 1月～2月）状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-34 ボンテラン改良土の仮置き（平成 14年 2月～12月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-35 ボンテラン改良土の積込み・敷均し転圧状況（平成 14 年 12月） 

 

 

高含水比状態 ボンファイバーの投入・撹拌 撹拌アタッチメントを装着した

BH による撹拌 

この写真はイメージです 
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【平成 17年 8月 18日（改良後 3年 6ヶ月経過）】 

先端建設技術・技術審査証明事業審査のため技術審査証明委員の立会いで施工後 3年 6

ヶ月経過した施工現場において、ボンテラン改良土内部のボンファイバーの劣化状況に

ついて検証作業を実施した 10)。 

                                                                                       

先端建設技術・技術審査証明委員会名簿 

委員長  山冨 二郎   東京大学大学院工学系研究科地球システム工学専攻教授 

斎藤 邦夫   中央大学理工学部土木工学科          教授 

     大木 章一   国土交通省 大臣官房技術調査課      課長補佐 

  大下 武志   独立行政法人土木研究所 技術推進本部  主席研究員 

  佐藤 元樹   国土交通省 関東地方整備局河川部河川管理課  課長   

  西田 穂積   (財)先端建設技術センター    常任参与兼企画部長  

事務局  吉田 正    (財)先端建設技術センター普及振興部      部長 

  宮岸 忠雄   (財)先端建設技術センター普及振興部      次長 

  宮路 勝善   (財)先端建設技術センター普及振興部      参事 

◎立会い記録写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-36 改良土の観察、コーン指数確認（改良後 3年 6ヶ月） 

技術審査証明委員の立会いのもと、ボンテラン改良土の施工現場での確認により 3

年 6 ヶ月経過において、ボンファイバーの劣化、強度の低下などの経年変化は起き

ておらず、高耐久性改良土として利用可能であることが検証された。 
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【平成 24年 8月 31日（改良後 10年 6ヶ月経過）】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-37 改良土の観察、コーン指数確認およびｐH測定（改良後 10年 6ヶ月） 

 

一般社団法人先端建設技術センターの立会いの下、施工後 10年 6ヶ月経過した改良土

において、目視によるボンファイバーの劣化状況を確認したところ、セルロースの分解

時に生じる異臭や嫌気性分解時の黒色変色も無く、ボンファイバーの経年変化は認めら

れなかった。一方、改良土の pHを測定した結果、表面部（0～1cm）は pH：7.9であり中

性化しているが、深さ 5cm の改良土内部は pH：12.1を計測しており、ボンテラン改良土

内部と高アルカリ環境を保つことが確認された。 

 

【平成 26年 2月（改良後 12年経過）】 

 施工後 12 年経過したボンテラン改良土に

おいて目視によるボンファイバーの劣化状況

を確認したところ、セルロースの分解時に生

じる異臭や嫌気性分解時の黒色変色も無く、

ボンファイバーの経年変化は認められなかっ

た。 

したがって、十分に養生・転圧されたボン

テラン改良土内部のボンファイバー（古紙破

砕物）は長期間分解されないことが実証され

た。 

ボンファイバーの分解無し（異臭・変色無し） ボンファイバー確認（分解無し） 

改良土表面 pH=7.9 改良土内部 pH=12.1 

ボンファイバー確認（分解無し） 

図-38 改良土の観察（改良後 12年） 
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2.6 ガスの発生を抑制 
2.6.1硫化水素発生のメカニズム 

ボンテラン工法の対象とする泥土には、有機物含有量が多く硫酸塩を含む泥土も存在

する。特に津波堆積物を復興資材として利用する為には、生活環境上の支障【ガスの発

生等】を生じる恐れがないことが求められる。硫化水素の発生は図-39 に示す硫化水素

発生のメカニズムによることがわかっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-39 硫化水素発生のメカニズム 

津波堆積物に含まれる有機物が分解する場合、次の条件が全て満たされた時に高濃度

硫化水素が発生する。 

① 硫酸塩（Sイオン）の存在 

② 硫酸塩還元菌（SRB 菌）が存在する 

③ 硫酸塩還元菌が増殖するに足る有機物の存在 

④ 硫酸塩還元菌が増殖するに適当な環境が保持されている 

⑤ 発生した硫化水素ガスを捕捉する物質が存在しない 

条件①②③はボンテラン工法の対象とする泥土に含まれている可能性があるため避ける

事が出来ない。そこで条件④に着目し、この条件④を満足させないための手法について

検討する。検討方法として（独）国立環境研究所・地盤工学会等の文献を調査し、硫化

水素発生要因を避ける抑制方法の参考とした。 

 

2.6.2アルカリ効果確認試験 

ボンテラン改良土をアルカリ性環境に保つことで SRB 菌が増殖できない環境下に置き、

硫化水素発生状況を確認する 11)。 

（１）試験方法 

予め泥土に SRB菌と栄養塩を添加して、硫化水素が発生することを確認した試料を用

い、消石灰を用いて pH 調整を行い、アルカリ性環境下における硫化水素の発生について

検討を行った。ここでは、初期の pHを「９」「10」「11」の 3種類として試料を作成した。 

作製した試料は、硫酸塩還元菌が活動しやすいとされる「35℃」に維持した電気炉内に

静置し硫化水素濃度を検知管により測定した。 
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（２）試験結果 

アルカリ効果確認試験結果を図-40に示すが、SRB菌の生育環境を pH9,10,11 に調整し

実験を行った結果、pH11 に調整した試料では硫化水素が検出されず、高い抑制効果を確

認した 10)。 

ボンテラン工法では、強度発現のために固化材の添加が必須条件であり、固化材を添

加することで pHを 11以上の高アルカリ性状態となる。さらに、2.5 ボンテラン改良土

の長期安定性でも記載したとおり高アルカリ性環境が長期間保持されることが確認され

ている。 

したがって、ボンテラン改良土は高アルカリ性環境を保持することで、SRB菌の増殖

を抑制し、硫化水素発生防止対策として有効であることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-40 アルカリ性環境と硫化水素濃度の関係 
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【ボンテラン改良土と安定処理土の比較】 
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第 3 章 ボンテラン改良土と安定処理土の比較 

3.1 ボンテラン改良土と安定処理土の比較 
ボンテラン改良土と安定処理土の各種性能に対する比較を表-6に示す。 

 

表-6 ボンテラン改良土と安定処理土の比較表 

 安定処理土 ボンテラン改良土 

施工性 

 

ハンドリング

性 

図-①に示すとおり、泥土が高含水比の場合、

改良直後の状態は液体（スープ状）となり、改

良土が流出する可能性があるため、図-③に示

すとおり養生ピットの造成が不可欠。諸条件に

より養生ピットの造成が不可能な場合は図-②

に示すように大量の固化材添加が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-④に示すような状態の泥土でも、ボンテラ

ン改良により図-⑤に示すとおり、改良直後に

仮置き可能な状態となるため、養生ピットの造

成は不要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-① 安定処理土の改良直後の状況 

図-③ 養生ピット造成状況 

図-④ 改良前の泥土の状況 

図-⑤ ボンテラン改良土の改良直後の状況 

セメント安定処理土 

セメント系固化材：350kg/m3→ フロー値：110 

セメント安定処理土 

セメント系固化材：50kg/m3→ フロー値：210 

ボンテラン改良土 

ボンファイバー：15kg/m3 

セメント系固化材：50kg/m3 

改良前原泥（W=80%） 

→ フロー値：108 

 
図-② 大量の固化材を添加した安定処理土 
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 安定処理土 ボンテラン改良土 

施工性 

 

初期材齢にお

ける強度発現 

図-⑥にボンテラン改良土と安定処理土の養生時間とコーン指数の関係を示す。この試験では

改良材添加後に締固めをしない供試体作成方法により、含水比 80%の模擬泥土に固化材添加量

を 50kg/m3としたボンテラン改良土と固化材添加量を 50kg/m3、70kg/m3および 110kg/m3とした

安定処理土を比較した。 

その結果、初期材齢（養生 24時間）において、固化材添加量 50kg/m3のボンテラン改良土は、

セメント添加量 50kg/m3、70kg/m3および 110kg/m3の安定処理土と比べ大きな強度を有している

ことを確認した。 

このことは、ボンテラン改良土は安定処理土と比較して初期材齢における強度発現に優れてい

ることを示している。 

具体的には養生 24 時間でのボンテラン改良土は、普通ダンプトラックのトラフィカビリティ

ーを確保できるコーン指数（1200kN/m2）に近い強度を有していることが確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 16年に発生した新潟県中越地震において、図-⑦に示すとおり土砂崩れ等で発生した大量

の軟弱土砂は資材搬入車両や重機等の進入の妨げとなっていた。このような状況に対応するた

め軟弱土を本工法で改良することで、図-⑧に示すとおり養生 1 日後には大型ダンプトラック

が走行可能できるなど、緊急性の高い現場でその効果を発揮し、迅速な災害復旧に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-⑥ ボンテラン改良土と安定処理土の養生時間とコーン指数の関係 

改良箇所全景 トラックの走行でも輪立ちが出来ない 

図-⑦ 大量の軟弱土砂 図-⑧ 養生 1日後、大型 DTの走行 

普通 DTのトラフィカビリティー 

qc=1,200kN/m2 
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 安定処理土 ボンテラン改良土 

施工性 

 

オーバーコン

パクション 

図-⑨に締固めエネルギーとコーン指数の関係を示す。この試験では含水比 80%の模擬泥土にセ

メント添加量を 50kg/m3 添加したボンテラン改良土と固化材添加量を 50kg/m3 および 70kg/m3

添加した安定処理土を比較した。養生 7日後に解きほぐしを行い、締固めエネルギーを変化さ

せてオーバーコンパクションを確認した。 

その結果、固化材添加量 50kg/m3の安定処理土では締固めエネルギーが 110kJ/m3でコーン指数

が最大値を示し、締固めエネルギーが増えるごとに強度は低下した。次に固化材添加量 70kg/m3

の安定処理土では締固めエネルギーが 220kJ/m3でコーン指数が最大値を示し、締固めエネルギ

ー1100kJ/m3までに 73％の強度が低下した。 

これに対して、ボンテラン改良土は締固めエネルギーが 220kJ/m3で最大値を示し、締固めエネ

ルギー1100kJ/m3までに 48％の強度が低下するがその後収束状態となる。 

このことは、安定処理土は大きなエネルギーで締固めた時、図-⑩に示すとおり改良地盤の強

度が低下してしまい、施工性を向上させるため良質土を混合するなどの工夫が必要となる。 

一方、ボンテラン改良土は大きなエネルギーでの締固め後の強度低下は少なく、図-⑪に示すと

おり適正な密度が容易に得られ施工性は大幅に改善される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-⑨ 締固めエネルギーとコーン指数の関係 

Standard Procter 

突き固めによる土の締固め試験 JIS A 1210 

における A法、B法と同じ 

図-⑩ 安定処理土のｵｰﾊﾞｰｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝ状況 図-⑪ ボンテラン改良土の締固め状況 

普通 DTのトラフィカビリティー 

qc=1,200kN/m2 

普通 BD(21t)のトラフィカビリティー 

qc=700kN/m2 
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 安定処理土 ボンテラン改良土 

改良土の品質 

 

乾湿繰返し 

耐久性 

乾湿繰返し試験の結果、安定処理土は図-⑫に

示すとおり、クラックが発生し、2サイクル終

了時にほとんどの供試体が崩壊した 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安定処理土は図-⑬に示すとおり収縮クラック

が生じやすく、降雨等によるガリ浸食も発生し

易い。曝露された状態では経年変化により崩壊

するため、アルカリや六価クロム等の重金属の

溶出が懸念される。 

ところで、安定処理土を盛土材として利用する

場合、これらの土砂は気象変動の影響、すなわ

ち乾湿繰返しの影響を受けることになる。安定

処理土の強度特性については既に多くの研究

例が見受けられるが、安定処理土の乾湿繰返し

による耐久性に関するいくつかの研究報告で

は、安定処理土は乾燥工程による乾燥収縮によ

りクラックが発生し、乾湿繰返しにより劣化し

て強度が低下するので安定処理土を盛土材と

して利用する場合、外気に暴露しないように山

土などで被覆して使用すべきであると指摘さ

れている 2-5)。 

 
乾湿繰返しによるクラックからのパイピング 

 
堤体盛土の崩壊 

 

乾湿繰返し試験の結果、ボンテラン改良土は図

-⑭に示すとおり乾湿繰返しを受けてもすべて

の供試体においてクラックの発生が無い 1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボンテラン改良土は繊維質物質の混合により

乾湿繰返し耐久性が高く、長期的なアルカリや

六価クロム等の溶出懸念が無い。河川土工マニ

ュアルに記載されている堤体材料として望ま

しい土として「浸水、乾燥などの環境変化に対

して、のりすべりやクラックなどが生じにくく

安定であること」との指摘に対し、図-⑮に示

すとおり十分に満足する改良土となる。 

 
乾湿繰返しを受けても劣化しない 

 

 
実際に施工された現場においても劣化が無く、

崩壊しない 

東日本大震災で発生した震度 6強の地震に対し

ても被害を受けていない（郡山市、平成 17 年

完成）。 

図-⑫ 安定処理土の乾湿繰返し試験状況 
（２サイクル終了時、W0=105％） 

図-⑭ ボンテラン改良土の乾湿繰返し試験状況 
（１０サイクル終了時、W0=105％） 

図-⑮ ボンテラン改良土の堤体盛土利用状況 

図-⑬ 安定処理土の堤体盛土利用イメージ 
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 安定処理土 ボンテラン改良土 

改良土の品質 

 

凍結融解 

耐久性 

図-⑯にボンテラン改良土および安定処理土の凍結融解試験におけるサイクル数と一軸圧縮強

さの関係を示す。安定処理土はサイクル数の増加とともに一軸圧縮強さが低下する傾向がある

が、ボンテラン改良土は低下せず（増加したのは養生 7日で試験を行ったことによる強度増加

と思われる）極めて高い耐久性を示すことが確認された。 

図-⑰にボンテラン改良土および安定処理土の凍結融解試験におけるサイクル数と破壊ひずみ

の関係を示す。安定処理土の破壊ひずみの低下は、3～5 サイクル目から始まり、10 サイクル

目を超えると顕著になることが分かる。これに対して、ボンテラン改良土の破壊ひずみは凍結

融解による影響を受けていないことが確認された。 

これらの結果から、ボンテラン改良土は凍結融解に対しても高い耐久性を示し、冬季に地面の

凍結が予想される寒冷地域においても使用可能であることが確認された。6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-⑰ 凍結融解試験におけるサイクル数と破壊ひずみの関係 

図-⑯ 凍結融解試験におけるサイクル数と一軸圧縮強さの関係 
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 安定処理土 ボンテラン改良土 

改良土の品質 

 

強度特性 

図-⑱にボンテラン改良土および安定処理土の一軸圧縮試験における圧縮応力と破壊ひずみの

関係を示す。安定処理土の破壊ひずみが 2％以下であるのに対し、ボンテラン改良土の破壊ひ

ずみが 8％程度と非常に大きいことが分かる。 

このことは、ボンテラン改良土が破壊に至るまでに大きな変形に耐える得ることを示している

のに対し、安定処理土は固く脆い性質であることを示している 7)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安定処理土 ボンテラン改良土 

改良土の品質 

 

 

引張強度 

 

図-⑲にボンテラン改良土および安定処理土の圧裂引張試験における引張強度と圧縮変位の関

係を示す。安定処理土の引張強度σt＝10～12kN/m2程度であるのに対し、ボンテラン改良土の

引張強度σt＝25～36kN/m2程度と非常に大きいことがわかる。 

このことは、ボンテラン改良土が大きな変形に耐えて、破壊後もある程度の荷重に耐えて粘り

強い性質を示しているのに対し、安定処理土は明確な破壊面が見られ、固く脆い材質であるこ

とを示している 8)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-⑱ 一軸圧縮試験における圧縮応力と破壊ひずみの関係 

図-⑲ 圧裂引張り試験における引張強度と圧縮変位の関係 
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3.2 堤体材料として利用した場合 
河川土工マニュアル、平成 21年 4月、財団法人国土技術研究センターP70に以下の記載がある。「土

質安定処理土を堤体に用いる場合、その処理目的はトラフィカビリティの確保にある。締固め機械に

普通ブルドーザを用いるとすれば、改良土の必要コーン指数（qc）は 500～700kN/m2程度であり、土

質安定処理土としては低強度である。なお、土質安定処理工法によって築堤した場合、土質、添加材、

混合率、混合方法によっては、完成後の堤体に乾燥収縮によるヘアークラックが発生することがある。

したがって、室内試験による基礎的な検討を行い、できれば試験施工による検証を行った上で、工法

を決定するのがよい。」9) 

そこで、独立行政法人土木研究所が規定した乾湿繰返し試験に準拠し、試験を実施した結果、図-⑳

に示すとおり安定処理土はサイクルの進展に伴い、乾燥収縮により亀裂が発生して劣化するが、ボン

テラン改良土は乾湿繰返しを受けても劣化せず、極めて高い耐久性を示すことを確認した。また、ボ

ンテラン改良土はクラックが生じないために、改良体内部からの長期にわたるアルカリ等の溶出懸念

が無いことが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-⑳ 安定処理土およびボンテラン改良土を堤体材料として利用した場合 
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第 4 章 設計・施工 

4.1 ボンテラン改良土の品質区分と適用用途 
改良土を土質材料として利用する場合の品質区分は原則としてコーン指数を指標とし、

表-7に示す品質区分とする。 

改良土の利用用途は、品質区分に基づき、表-8に示す適用用途標準を目安とする。 

なお、本適用用途標準はあくまで目安であり、実際の施工にあたっては個々の利用用

途によって詳細に規定されている品質および施工管理に関する基準に従い利用するもの

とする 1)。 

 

表-7 改良土の土質材料としての品質区分と品質基準値 
基準値 

区分 

コーン指数 qc※ 

（kN/m2） 
備考 

第１種改良土 ― 固結強度が高く礫、砂状を呈するもの 

第２種改良土 800 以上  

第３種改良土 400 以上  

第４種改良土 200 以上  

※所定の方法でモールドに締固めた試料に対し、コーンペネトロメーターで測定したコーン指数（表-12参照） 

 

表-8 改良土の適用用途標準 

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

第1種改良土

（焼成処理・

高度安定処理）

◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎

最大粒径注意

礫混入量注意

透水性注意

表層利用注意

◎

第2種改良土 ◎ ◎ 表層利用注意 ◎ ◎ ◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意

第3種改良土 ○ ○

施工機械の選定

注意

表層利用注意

○ ◎
施工機械の選定

注意
◎

施工機械の選定

注意

表層利用注意

◎

施工機械の選定

注意

表層利用注意

第4種改良土 △ △ △ ○ ○ ○

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

評

価
留意事項

第1種改良土

（焼成処理・

高度安定処理）

◎ 最大粒径注意 ◎

最大粒径注意

礫混入量注意

表層利用注意

◎ 表層利用注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 最大粒径注意 ◎ 淡水域利用注意

第2種改良土 ◎ ◎ 表層利用注意 ◎ 表層利用注意 ◎ ◎ ◎ 淡水域利用注意

第3種改良土 ○ ◎

施工機械の選定

注意

表層利用注意

◎

施工機械の選定

注意

表層利用注意

○ ◎
施工機械の選定

注意
◎ 淡水域利用注意

第4種改良土 △ ○ ○ △ ○ ◎ 淡水域利用注意

土地造成

工作物の

埋戻し 路体

河川築堤

路床

建築物の

埋戻し

道路用盛土

土木構造物の裏込め

　　　　適用用途

区分

　　　　適用用途

区分

高規格堤防 一般堤防

宅地造成 公園・緑地造成
水面埋立て空港盛土鉄道盛土

 
凡例：［評価］ 

◎：そのままで利用が可能なもの。留意事項に使用時の注意を示した。  

○：適切な処理方法（含水比低下、粒度調整、機能付加、安定処理等）を行えば使用可能なもの。  

△：評価が○のものと比較して、土質改良にコストおよび時間が必要なもの。 
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4.2 配合設計（試験の方法）メニュー 
4.2.1固化材の選定 

固化材としては、セメント、石灰の他に、これらを母材としたセメント系固化材およ

び石灰系固化材がある。さらに、両者の機能を合わせたセメント・石灰複合系固化材も

ある。 

固化材の選定にあたっては、改良対象土の性状、改良土の要求品質、処理コスト、環

境安全性等を考慮する必要がある。 

また、固化材選定のための配合試験を実施し、改良効果を確認することが望ましい 2)。 

 

4.2.2改良材添加量の決定 

 固化材やボンファイバーの添加量は、利用用途の要求品質を確保できるよう決定する。

このため、実際の改良対象土と選定した固化材とボンファイバーによる室内配合試験を

行う必要がある。 

 室内配合試験における改良土品質の評価指標としてはコーン指数（JIS A 1228）、一

軸圧縮強さ（JIS A 1216）、CBR（JIS A 1211）等があげられる。ここでは、表-7「改良

土の品質区分基準」の指標としているときほぐした土を再度締め固めた場合のコーン指

数を標準とする。ときほぐして締め固めた改良土の強度は泥土の含水比や現場での利用

工程等の影響を大きく受ける。室内配合試験における試料土の作製および供試体作成方

法は、図-6 に示す安定処理土の利用工程（例）を想定した表-9 の方法により行うこと

を標準とするが、現場での養生条件等が明確な場合には、その条件を加味した方法で実

施することが望ましい 2)。 

 
表-9 室内配合試験方法（標準） 

順序 項目 方法 

① 固化材・改良材の混合 JGS 0811-2000、0812-2000、

0821-2000 に準拠 

② 初期養生 20℃±3℃、3 日間、密封 

③ ときほぐし ときほぐして 9.5mm ふるいを通過さ

せる 

④ 仮置き養生 締固めせず 20℃±3℃、7 日間、乾

燥を避ける 

⑤ 供試体作成・試験 ときほぐした土を再度締固める供試

体作成法 
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4.2.3現場と室内の強度比 

 一般に室内配合試験に比較して現場では固化材の混合状態が悪く、改良土の強度が低

くなる傾向にある。特に使用する混合機械により、固化材の混合状態が大きく異なる。

このため、使用する混合機械の性能を考慮して、現場と室内の強度比を設定し、目標と

する室内試験での改良強度に対する添加量を現場での添加量とする必要がある。また、

ときほぐしや締固め方法、養生や仮置き条件の違い、泥土の性状のバラツキなど、多く

の要因が現場と室内の強度の違いにつながる。したがって、現場と室内の強度比は、試

験施工等によりあらかじめ把握しておくことが望ましい。添加量の決定方法を図-41に、

現場と室内の強度比の一例を表-10 に示す 3)。ボンテラン工法は撹拌アタッチメントを

装着したバックホウを用いるため、撹拌ムラが少なく、効率がよい事が確認されており、

スタビライザの（現場/室内）強度比 0.5～0.8 を採用し、平均値である 0.65とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-41 添加量の決定方法 

 

表-10 室内配合試験方法（標準） 
固化材の添加方式 改良の対象 施工機械 現場と室内の強度比 

粉体 

軟弱土 
スタビライザ 0.5～0.8 

バックホウ 0.3～0.7 

ヘドロ 

高含水有機質土 

クラムシェル 
0.2～0.5 

バックホウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標とする室内試験での改良強度 

改良土の要求品質（強度） 

固化材添加量 

 
現
場
で
の
固
化
材
添
加
量
 

 
改
良
土
品
質
の
評
価
指
標
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養生 

改良土運搬 

改良土は品質管理基準を満

足するか？ 

施工 

・敷均し厚 

・締固め 

締固め後の目標強度を満足

するか？ 

END 

改
良
土
の
品
質
管
理 

締
固
め
後
の
強
度
管
理 

YES 

YES 

NO 

NO 

START 

ボンファイバーの撹拌・混合 

固化材の撹拌・混合 

改良土の排出 

発
生
工
事 

利
用
工
事 

4.3 ボンテラン工法における品質管理 
改良対象土の改良から盛土等の施工に際しては、改良土の品質管理および締固め管理

を行い、指針等に定められた一般の盛土等の品質を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図-42 施工管理フロー図 
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4.4 ボンテラン工法の施工方法（撹拌・混合方法） 

 撹拌・混合は改良対象土を撹拌槽に投入して撹拌する方法と改良対象土を原位置で改

良する方法の 2種類がある。撹拌混合に用いる施工機械は、図-43および図-44に示す撹

拌用アタッチメントを装着した特殊バックホウによって、ボンファイバーと固化材を改

良対象土に混合する。また、改良対象土の含水比が低く撹拌が十分行えない場合は、散

水しながら撹拌混合する。 

 改良の効果は、改良対象土と改良材の混合度合いに大きく影響される。混合にかかる

時間は改良対象土の土性等によって異なるが、ボンファイバーおよび固化材の色が目立

たなくなるまで十分混合することが原則である 4)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「実際の施工方法としては」 

 撹拌槽内の混合は材料の飛散防止・撹拌の効率化を目的として改良対象土の投入は撹

拌槽の高さの半分から 2/3程度（約 1.0m）までとする。 

撹拌方法は図-45 に示すとおり撹拌槽を目視により 3 列に等分し、バックホウの撹拌

アタッチメントが持つ有効改良範囲がそれぞれの列をラップするように隈なく移動し、

それぞれ２回往復とする。それぞれの撹拌終了は目視により行う。バックホウによる撹

拌はボンファイバーおよび固化材の２材料×３列×２往復であり、撹拌アタッチメント

が 12回移動することで撹拌終了となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-45 バックホウによる撹拌イメージ図 

図-43 ドライブミシキング（DM-200） 図-44 ツインヘッダ（MT-2000S-L） 
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「改良材の飛散防止対策」 

 撹拌時に改良材の飛散が懸念されるような現場では、飛散防止対策として図-46 に示

すような防塵ネットを設置を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－46 飛散防止設備（防塵ネット） 

 

4.5 ボンテラン工法の施工方法（養生方法） 
改良直後のまだ固まらない改良土は、固化材の反応の進行が妨げられないように所定の

期間養生を行う。養生の際には、直射日光等による過度の乾燥、雨水等による改良土の

流出を防ぐため、雨水が入り込まない様に成形し、ある程度の強度が発現したら空気間

隙が出来るだけ無くなるように重機による締固めを実施する。 

なお、運搬時における強度を確認する場合には、固化材を添加してから運搬するまでの

時間を考慮して初期養生を設定し、ときほぐして試験を行う 2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-47 まだ固まらない改良土 図-48 重機による締固め 
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4.6 改良における品質確認（発現強度確認） 
4.6.1品質区分判定のための確認方法およびその頻度 

改良土の品質確認にあたっては、利用用途ごとに設計図書で規定された要求品質への適

合等を確認するものとする。なお、第 2種から第 4種改良土の品質区分のための試験は、

表-10に示す方法で行うことを標準とする 5)。 

 

表-10  改良土の品質区分判定のための調査試験方法 
判定指標 試験項目 試験方法 頻度（建設汚泥の場合） 

コーン指数 締固めた土の 

コーン指数試験 

JIS A 1228 に準拠※） 1日の処理量が 200m3を超える場合、200m3ごと

に 1 回、200m3以下の場合、1 日に 1 回 

※試料は改良土を一旦ときほぐし 9.5mmふるいを通過させたものとする。 

 

4.6.2コーン指数試験の方法 

改良土のコーン指数試験の方法は、「締固めた土のコーン指数試験」（JIS A 1228）に

準拠し、表-11 に示す方法によるものとする。改良土の品質区分判定においては所定の

養生を行ったものを原則とするが、事前に品質の予測を行う場合は「4.2 配合設計（試

験の方法）メニュー」に示す室内配合試験方法を標準とする 5)。 

 

表-11 改良土のコーン指数（qc）の試験方法 

供
試
体
作
成 

試料 改良土を一旦ときほぐし 9.5mm ふるいを通過させたもの 

モールド 内径 100±0.4mm 容量 1,000±12cm3 

ランマー 質量 2.5±0.01kg 

突き固め 3 層に分けて突き固める。各層ごとに 30±0.15cm の高さ

から 25回突き固める 

測
定 

コーンペネトロメーター 底面の断面積 3.24cm2、先端角度 30度のもの 

貫入速度 約 1cm/s 

方法 モールドをつけたまま、鉛直にコーンの先端を供試体上

端部から 5cm、7.5cm、10cm貫入した時の貫入抵抗力を求

める。 

計
算 

貫入抵抗力 貫入量 5cm、7.5cm、10cmに対する貫入抵抗力を平均して、

平均貫入抵抗力を求める 

コーン指数（qc） 平均貫入抵抗力をコーン先端の底面積 3.24cm2で除する 
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4.7 ボンテラン工法の施工方法（貯蔵） 
改良土を盛土等に利用するまでの間、貯蔵（仮置き）する場合、品質が低下しないよ

う適切な対策を講じるとともに、周辺環境に影響を及ぼさないように留意する 6)。 

降雨や日射による含水比の変化に伴う改良土の品質低下を防止するため、図-49 に示

すように屋根、シート等により改良土を覆うことが望ましい。また、これらの対策を行

うことにより、表面水による水質汚濁や粉じんの飛散を防止することが可能である。な

お、覆いをかけることが困難な場合には、仮転圧等により雨水の浸入や粉じんの飛散を

防止し、図-50に示すように排水対策を検討する 6)。 

また、強度の発現がほとんど見られていない改良の直後の改良土は、仮転圧すること

でかえって撹拌による強度低下を起こす場合もある。締固めが行えない軟弱な改良土は、

固化材との化学的結合作用のみを期待するものであり、改良対象土と固化材が密着して

いることが重要であるため、混合時に生じた空隙を排除する必要がある。このため、湿

地ブルドーザの走行やバックホウのバケットにより過剰転圧（オーバーコンパクショ

ン）にならない程度で転圧を 2～3回行う 4)。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-49 ブルーシートでの貯蔵 

改良土 

 

土側溝 土側溝 

浸透 浸透 

降雨 
バックホウ等による敷均し・

締固めを実施した上、法面整

形を行い、容易に降雨等が浸

透しないような措置を講じる

事（シート養生含む）。 

図-50 アルカリ溶出水による周辺環境対策 
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4.8 ボンテラン工法の施工方法（敷均し・締固め） 
改良土の転圧は、改良地盤の強度と安定性を確保することを目的とし、密度の増大と

化学的固結作用の促進を図るものであり、極めて重要な工程である 4)。 

 

4.8.1 敷均し 

 敷均し厚は、改良土の品質、締固め機械と施工法および要求される品質（締固め度等）

などの条件によるが一般に 25～50cm の範囲である。表-12 に利用用途別の層厚管理基準

値の例を示す 7)。 

表-12 利用用途別の層厚管理基準値の例 
利用用途 

管理項目 

道路盛土 構造物の

裏込め 
河川堤防 

土地造成 

宅地造成 路体 路床 

１層の敷均し厚 
35～45cm

以下 

25～30cm

以下 
― 35～45cm 30～50cm 

１層の仕上り厚 30cm 以下 20cm 以下 20cm 以下 30cm 以下 ― 

基準等 

道路土工―施工指針他、 

(社)日本道路協会、 

昭和 61 年 11 月 

河川土工マニュアル、

（財）国土開発技術研

究センター、 

平成 5 年 6 月 

工事共通仕様書、 

住宅・都市整備公団、 

昭和 63 年 5 月 

利用用途 

管理項目 
鉄道盛土 

（上部盛土・下部盛土） 
空港盛土 

１層の敷均し厚 ― ― 

１層の仕上り厚 30cm 程度 
30cm 以下、ただし高盛土等は試験施工の成果

を設計・施工に反映させるものとする 

基準等 

鉄道構造物等設計標準・同解説、土構

造物、(財)鉄道総合技術研究所編、 

平成 19 年 1 月 

空港土木施設施工要領及び空港土木工事共

通仕様書、(財)港湾空港建設技術サービスセン

ター、平成 16 年 4 月 

 

4.8.2締固め 

締固め機械は、改良土の品質、利用用途、作業条件等を考慮して選定する。表-13に改

良土の品質区分と締固め機械の適応性を示す 7)。 
 

表-13 改良土の品質区分と締固め機械の適応性 
締固め機械 

 

品質区分 

普通 

ブルドーザ 

(15t 級程度) 

湿地 

ブルドーザ 

(16t 級程度) 

タイヤローラ 

(10t 級程度) 

振動ローラ 

(4～10t 程度） 
備考 

第 2 種改良土 ○ × ○ ○ 
 

第 3 種改良土 ○ △※1 △※2 △※2 
※1：締固め不足に注意 

※2：ｵｰﾊﾞｰｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝに注意 

第 4 種改良土 × ○ × × 
 

○：使用できるもの  △：注意を要する物  ×：不適当な物 
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4.9 締固めのタイミング 
整正・転圧は、ブルドーザあるいはグレーダ等で整正した後に転圧を行う。 

改良土は、改良対象土の自然含水比が一般に最適含水比よりも大幅に大きく、飽和に

近い場合が多い。このような場合には、飽和度を目安に締め固めを行う 4)。 

 なお、一日の工事で締固め（転圧）までを完了させることとし、盛土材料を締固めな

い状態のままで放置しないようにする 7)。 

 

4.10 締固め管理方法 
通常土の締固め管理は、締固め試験による最大乾燥密度ρdmaxを用いた締固め度 Dc値に

よる密度管理で、所定の密度以上になって締め固められていれば強度が確保されている

という考え方による間接的な強度管理法が一般的に行われる。これに対して、固化材を

用いた改良土は、通常土のように締固められた高密度化による強度発現ではなく、固化

材による化学的な固結構造による強度発現であるため、密度管理法では目標強度が確保

されていることの確認はできない。したがって、強度管理は強度を直接確認する強度管

理法によるものとする 8)。 

盛土の施工管理は、日常管理として施工エリアを面的に広く、多数箇所で試験が簡単

に実施できる現場強度試験により行う。盛土地盤の強度を現場で簡単に知ることができ

る現場強度試験は各種あるが、最も簡単な試験としてコーン貫入試験がある 8)。 

JGS 1431に規定される「ポータブルコーン貫入試験」は地盤に人力で静的にコーンを

貫入させることによって、コーン貫入抵抗を求めることを目的とする試験である 9)。予

め室内配合試験や試験施工時の管理試験でコーン指数と一軸圧縮強さの関係を求めてお

けば簡単に現場で一軸圧縮強さを推定することができる。盛土地盤の現場強度は１箇所

４回実施した平均値を求め、かつこの試験を４か所以上で実施して求めた平均値をもっ

て評価する 8)。 
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